
　　　： サービス産業動向調査の対象

　　　： サービス産業動向調査の対象外

事業所数
（事業所）

 従業者数
（人）

事業所数
（事業所）

 従業者数
（人）

Ｆ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 4,654 187,818 4,136 82,367

Ｇ 情 報 通 信 業 63,574 1,642,042 73 449

37 通 信 業 2,953 141,910 9 41

38 放 送 業 1,952 69,718 55 322

39 情 報 サ ー ビ ス 業 34,576 1,077,081 8 85

40 イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業 5,711 107,878 1 1

41 映 像 ・ 音 声 ・ 文 字 情 報 制 作 業 18,294 243,696 - -

Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 130,459 3,197,231 836 35,744

42 鉄 道 業 4,277 226,354 243 16,631

43 道 路 旅 客 運 送 業 23,028 514,236 138 12,439

44 道 路 貨 物 運 送 業 69,823 1,651,296 - -

45 水 運 業 3,046 47,744 65 1,073

46 航 空 運 輸 業 922 50,901 - -

47 倉 庫 業 10,605 201,073 - -

48 運 輸 に 附 帯 す る サ ー ビ ス 業 18,342 393,459 390 5,601

49 郵 便 業 （ 信 書 便 事 業 を 含 む ） 355 111,268 - -

Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 1,355,060 11,843,869 179 1,518

Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 84,041 1,530,002 73 493

Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 353,155 1,462,395 832 4,414

68 不 動 産 取 引 業 63,352 323,508 11 64

69 不 動 産 賃 貸 業 ・ 管 理 業 260,042 845,185 814 4,314

70 物 品 賃 貸 業 29,197 284,287 7 36

Ｌ 学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 223,439 1,842,795 3,894 104,656

71 学 術 ・ 開 発 研 究 機 関 5,223 261,326 1,152 33,666

72 専 門 サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 115,043 646,580 1 14

73 広 告 業 9,282 127,639 - -

74 技 術 サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 93,781 806,449 2,741 70,976

Ｍ 宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 696,396 5,362,088 2,937 31,077

75 宿 泊 業 48,963 678,833 578 3,969

76 飲 食 店 590,847 4,120,279 82 551

77 持 ち 帰 り ・ 配 達 飲 食 サ ー ビ ス 業 56,050 557,209 2,277 26,557

Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 470,713 2,420,557 4,075 31,534

78 洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業 358,523 1,142,326 330 2,967

79 そ の 他 の 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 2) 56,652 405,870 816 3,200

80 娯 楽 業 55,431 871,377 2,929 25,367

Ｏ 教 育 ， 学 習 支 援 業 167,662 1,827,596 54,125 1,339,283

81 学 校 教 育 18,853 1,018,611 39,128 1,207,544

82 そ の 他 の 教 育 ， 学 習 支 援 業 148,809 808,985 14,997 131,739

Ｐ 医 療 ， 福 祉 429,173 7,374,844 28,250 741,152

83 医 療 業 253,942 3,841,308 1,949 284,258

84 保 健 衛 生 2,169 63,921 2,512 66,485

85 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業 172,733 3,464,165 23,789 390,409

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 33,780 484,260 28 90

Ｒ サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 346,616 4,759,845 7,066 81,414

88 廃 棄 物 処 理 業 20,005 271,749 2,780 56,568

89 自 動 車 整 備 業 54,699 244,049 39 464

90 機 械 等 修 理 業 （ 別 掲 を 除 く ） 29,001 222,494 6 107

91 職 業 紹 介 ・ 労 働 者 派 遣 業 18,483 1,039,740 82 297

92 そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業 79,927 2,417,455 318 2,497

93 政 治 ・ 経 済 ・ 文 化 団 体 48,753 263,808 2 17

94 宗 教 90,774 258,057 - -

95 そ の 他 の サ ー ビ ス 業 3,944 34,092 3,839 21,464

96 外 国 公 務 - - - -

Ｓ 公 務 （ 他 に 分 類 さ れ る も の を 除 く ） - - 39,734 1,896,579

第 三 次 産 業 計 4,358,722 43,935,342 146,238 4,350,770

う ち サ ー ビ ス 産 業 動 向 調 査 の 対 象 3) 2,704,242 27,835,815 60,408 1,052,174

注1)　サービス産業動向調査の母集団情報は、2021年から民営事業所については「平成28年経済センサス‐活動調査」、
　　国、地方公共団体の事業所については「平成26年経済センサス‐基礎調査」を基礎としている。
注2)　「家事サービス」を除く。
注3)　「純粋持株会社」、「保健所」、「社会保険事業団体」、「福祉事務所」及び中分類ごとに設けられている
　　小分類「管理，補助的経済活動を行う事業所」を除く。

出典：平成28年経済センサス‐活動調査結果（総務省統計局・経済産業省）
　　：平成26年経済センサス‐基礎調査結果（総務省統計局）

付録７　第三次産業におけるサービス産業動向調査の調査対象産業

産業分類

平成28年経済センサス‐活動調査結果
（民営事業所）1)

平成26年経済センサス‐基礎調査結果
（国、地方公共団体の事業所）1)



主な業種

G　情報通信業

37　通信業  固定電気通信業 ／ 移動電気通信業

38　放送業  公共放送業 ／ 民間放送業 ／ 有線放送業

39　情報サービス業  ソフトウェア業 ／ 情報処理・提供サービス業

40　インターネット附随サービス業  インターネット附随サービス業

41　映像・音声・文字情報制作業
 映像情報制作・配給業 ／ 音声情報制作業 ／ 新聞業 ／ 出版業 ／
 広告制作業

H　運輸業，郵便業

42　鉄道業  鉄道業

43　道路旅客運送業
 一般乗合旅客自動車運送業 ／ 一般乗用旅客自動車運送業 ／
 一般貸切旅客自動車運送業

44　道路貨物運送業
 一般貨物自動車運送業 ／ 特定貨物自動車運送業 ／ 貨物軽自動車運送業 ／
 集配利用運送業

45　水運業  外航海運業 ／ 沿海海運業 ／ 内陸水運業 ／ 船舶貸渡業

47　倉庫業  倉庫業 ／ 冷蔵倉庫業

48　運輸に附帯するサービス業
 港湾運送業 ／ 貨物運送取扱業 ／ 運送代理店 ／ こん包業 ／
 運輸施設提供業

4*　航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む）  航空運送業 ／ 航空機使用業 ／ 郵便業（信書便事業を含む）

K　不動産業，物品賃貸業

68　不動産取引業  建物売買業，土地売買業 ／ 不動産代理業・仲介業

69　不動産賃貸業・管理業  不動産賃貸業 ／ 貸家業，貸間業 ／ 駐車場業 ／ 不動産管理業

70　物品賃貸業
 各種物品賃貸業 ／ 産業用機械器具賃貸業 ／ 事務用機械器具賃貸業 ／
 自動車賃貸業 ／ スポーツ・娯楽用品賃貸業

L　学術研究，専門・技術サービス業  1)

72　専門サービス業（他に分類されないもの） 2)
 法律事務所，特許事務所 ／ 公証人役場，司法書士事務所，土地家屋調査士事務所 ／
 行政書士事務所 ／ 公認会計士事務所，税理士事務所 ／ 社会保険労務士事務所 ／
 デザイン業 ／ 著述・芸術家業 ／ 経営コンサルタント業

73　広告業  広告業

74　技術サービス業（他に分類されないもの）
 獣医業 ／ 土木建築サービス業 ／ 機械設計業 ／ 商品・非破壊検査業 ／
 計量証明業 ／ 写真業

M　宿泊業，飲食サービス業 

75　宿泊業  旅館，ホテル ／ 簡易宿所 ／ 下宿業

76　飲食店
 食堂，レストラン ／ 専門料理店 ／ そば・うどん店 ／ すし店 ／
 酒場，ビヤホール ／  バー，キャバレー，ナイトクラブ ／ 喫茶店

77　持ち帰り・配達飲食サービス業  持ち帰り飲食サービス業 ／ 配達飲食サービス業

N　生活関連サービス業，娯楽業

78　洗濯・理容・美容・浴場業  洗濯業 ／ 理容業 ／ 美容業 ／ 一般公衆浴場業

79　その他の生活関連サービス業  3)
 旅行業 ／ 衣服裁縫修理業 ／ 物品預り業 ／ 火葬・墓地管理業 ／
 冠婚葬祭業

80　娯楽業
 映画館 ／ 興行場，興行団 ／ 競輪・競馬等の競走場，競技団 ／
 スポーツ施設提供業 ／ 公園，遊園地 ／ 遊戯場

O　教育，学習支援業  4)

82　その他の教育，学習支援業

  82a　社会教育，職業・教育支援施設  社会教育 ／ 職業・教育支援施設

  82ｂ　学習塾，教養・技能教授業  学習塾 ／ 教養・技能教授業

P　医療，福祉

83　医療業  病院 ／ 一般診療所 ／ 歯科診療所 ／ 助産・看護業 ／ 療術業

84　保健衛生  5)  健康相談施設

85　社会保険・社会福祉・介護事業  6)  児童福祉事業 ／ 老人福祉・介護事業 ／ 障害者福祉事業

R　サービス業(他に分類されないもの）  7)

88　廃棄物処理業  一般廃棄物処理業 ／ 産業廃棄物処理業

89　自動車整備業  自動車整備業

90　機械等修理業（別掲を除く）  機械修理業 ／ 電気機械器具修理業 ／ 表具業

91　職業紹介・労働者派遣業  職業紹介業 ／ 労働者派遣業

92　その他の事業サービス業  速記・ワープロ入力・複写業 ／ 建物サービス業 ／ 警備業

95　その他のサービス業  集会場 ／ と畜場

注1）「学術・開発研究機関」を除く。

注2）「純粋持株会社」を除く。

注3）「家事サービス業」を除く。

注4）「学校教育」を除く。

注5）「保健所」を除く。

注6）「社会保険事業団体」及び「福祉事務所」を除く。

注7）「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。

　（参考）調査対象産業に含まれる主な業種

産業分類


